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戦間期日本における農家の世帯人口の変動と労働配分
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昭和恐慌によるショックから回復し戦時体制が本格化していく 1930年代の日本農村は，わずか 10

年ほどの間に人口滞留期から流出期へと移行した．1930年代後半には兵役への動員や兼業機会の増

大により若年男子の他出が増加したが，これは，以前は家に留められることが多かった長男の他出を

も伴う動きであった．農林省第 3期農家経済調査の個票パネルデータを用いて，若年男子労働力の大

量流出に対する世帯内労働力の再配分を，定量的手法により分析した．1930年代後半には，壮年女

子によって若年男子の農業労働が代替されるようになり，若年男子労働力の喪失とともに，女子労働

力への依存が高まったことが定量的に確認された．また，強くではないものの，長男の他出に対して

は若年女子や次男など他の若年男子で農業労働を代替する傾向が見られ，若年男子の他出が他の世帯

員の労働に与える影響は出生順序により一様ではないことが示唆された．
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1．はじめに

本稿の目的は，1930年代後半に日本農村で生じ

た若年男子労働力の大量流出に対する農家の対応を，

労働力の再配分の側面から実証的に明らかにするこ

とにある．

明治期から近年まで，標準的な日本農家は小農で

あり，ライフ・サイクルに従いながら生活の維持・

向上を目的として，主に家族労働力に依拠して生

産・消費活動に従事する経済主体であった．小農経

済は純粋な自給経済とは異なり，経済活動において

外部と接触をもち，市場や経済状況の変化から影響

を受ける．日本の農家行動を解明するために開発さ

れた小農経済モデルである農家主体均衡論において

も，日本農村の状況を考慮して労働・土地市場の有

無や不完全性に関する仮定を設定し，農家の労働供

給や生産物供給に関する理論的分析が行われた（中

嶋 1983）．

経済成長と共に非農業部門の労働市場は拡大する．

これは，小農にとって兼業機会の拡大を意味し，家

族労働力の再配分が行われる契機となる．戦前期の

日本の経済成長の過程において，農家数や農業就業

人口は比較的安定していたが，その背景には，一部

の地域を除き，日本の農家の「家」制度が，一子相

続を基本とした直系型家族であったことが挙げられ

る（斎藤 2009；坂根 2011）1）．日本の直系型家族の

ライフ・サイクルの下では，跡取りは嫁を他家から

迎え入れ，両親と同居し，家業である農業を継承す

る．非跡取りの男子や女子は，跡取りの相続が困難

となった場合を除き，都市への移住，他家への嫁入

り，分家などの手段により，生家を離れていく．こ

のような「家」の維持を目的とした世帯人口の調整

は，長男が跡取りになることが多かったことから，

「長子（移動）線」と呼ばれ，明治以降の戦前期を通

して農家数・農業就業人口の安定をもたらすととも

に，商工業部門への労働供給を可能とし，日本の経

済発展に貢献した（野尻 194278；坂根 2011）．

しかしながら，戦前期の最終期である 1930年代

に，直系型家族のライフ・サイクルに混乱が生じた．

昭和恐慌直後の 1930年代初頭には，失業者の帰村

に加え，都市部での就労機会の減少によって家に留

まった若年層が滞留し，農村部の過剰人口が増加し

た（野尻 194278；暉峻 1984）．1930 年代中ごろか

ら農家経済は回復基調に入るが，軍需主導による重

化学工業の成長により兼業機会が再び増加し，戦時

体制が本格化する 1930年代後半には突然かつ大規

模な動員増加も重なり男子農業労働力の大量喪失を

引き起こした．同時に，軍需産業と密接に関連した

鉱工業が農村部に進出し，通勤による農外就労が一

般化し，離村をしない形での若年男子を中心とした

労働力の農外への流出も増加した（林 2003）．この

動きは，これまで「家」，そして農業に留められる
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ことの多かった長男の流出を伴うものであった2）．

1930年代後半の兼業機会の拡大と動員増加に際

し，農家は家族労働力をどのように再配分し対応し

たのであろうか．先行研究では，この時期に農業経

営が労働節約的になっていく一方で，女子労働力利

用の強化など世帯内で労働力の再配分が起きたこと

が指摘されているが，兼業機会の拡大や動員増加と

の定量的な関係性は検証されていない（野尻 1942

78）．しかし，1930年代後半にいたるまでの日本で

は労働集約的な農業技術が発展し，女子の労働時間

は，自身や乳児の健康に悪影響を与える可能性があ

るほどに増大していた（斎藤 1991；大門 2005）．ま

た，斎藤（2009）は，本研究でも用いる農林省第 3期

農家経済調査の 17件の個票データを利用し，既婚

女子の農業労働時間は夫の農業労働時間と強い補完

関係にあり，さらに，家事労働とは代替関係にあっ

たことを明らかにしている．1930年代後半の女子

労働力利用の強化は，家事労働との代替の下で女子

に負担を強いる形で行われたと考えられ，それが兼

業機会の拡大や動員増加と関連づけられたものであ

ったのかを検証することが必要であろう．

兼業機会の拡大と家族労働力の再配分については，

主に戦後の高度経済成長期以降を対象として研究が

行われてきた．そこでは，世帯主の兼業就業が一般

化していくなか，世帯主の兼業就業が進む条件や兼

業時間に対する農業労働時間の調整問題に焦点があ

てられた（石田 1981，荒山 1986）．さらに，核労働

力である世帯主の兼業化とその他の非核労働力，と

りわけ，妻の就業行動が着目された．1960-70年代

の農家女子の就業行動を分析した石田（1983）は，非

核労働力である既婚農家女子の就業行動は，核労働

力である夫の就業選択から一方的な影響を受け，夫

のフルタイム兼業への就業により妻の就業率（農業

と兼業を含む）が低下することを指摘した．しかし，

1980年代になると夫の兼業就業への依存は弱まり，

女子自身が直面する労働市場の状況や子供の人数な

どの家族形態の影響を強く受けるようになった（福

井 1990）．

高度経済成長期以降は世帯主の兼業就業が増加し

たことから，核労働力の兼業化に対応した非核労働

力の再配分という枠組みが用いられた．しかし，

1930年代後半の兼業機会の拡大と動員増加は，世

帯主の就業行動に大きな影響を与えるにはいたらず，

主に若年男子の世帯からの他出に影響を与えた．し

たがって，この時期の農家世帯の労働の再配分を分

析するにあたり，直系型家族で想定されるライフ・

サイクルのパターン以上に若年男子労働力の他出が

進み，それに対応して女子労働力を含め労働力の再

配分が起きたという枠組みで接近することが有効で

あると考える．

そこで本稿では，1930年代後半の兼業機会の拡

大と動員増加に対する農家の労働力の再配分を明ら

かにするために，1931-41年にかけて実施された農

林省第 3期農家経済調査の個票資料をパネルデータ

として用い，世帯人口の変動に対する世帯内労働力

の調整に関する定量的な分析を行う3）．この分析の

中で，人口滞留期であった 1930年代前半と流出期

へと移行した 1930年代後半との間に，流出が進ん

だ若年男子の世帯人口の変動に対する世帯内労働力

の調整に変化が生じていたかに着目し，先行研究で

指摘されている女子労働力の利用が強化されていた

かを明らかにする．合わせて，長男と長男以外の男

子人口の変動が農家の労働配分に異なる影響を与え

ていたかを検証する．

2．1930年代の農業・鉱工業と労働市場の変化

1930年代日本経済の前半期は，第 1次世界大戦

の戦後恐慌と昭和恐慌の 2 度の恐慌に挟まれた

1920年代の長期的な不景気からの回復に充てられ

たが，後半期には戦時経済に突入していく．同時に，

農業に代表される伝統産業と鉱工業に代表される近

代産業間の成長の格差が顕在化した．

図 1 は，1920 年値を 100 としたときの，農業を

含む第 1 次産業と鉱工業の GDP の 1920 年から

1940年までの推移を示している．第 1次産業の名

目 GDPは 1920年代後半から昭和恐慌後の 1931年

まで低下傾向にあり，その後上昇に向かった．しか

し，1939年になってようやく，1920年の水準にま

で回復した．この間の実質 GDPはほぼ横ばいで推

移しており，名目 GDPの変化は，第 1次産品の交

易条件の変化によるところが大きい．深尾・牧野・

攝津（2019）の推計によると，1926-40年の第 1次産

業の TFP上昇率は年率 0.2％で戦前期を通じて最

も低く，生産性の上昇は停滞していた4）．

鉱工業に目を転じると，1920年代の名目 GDPは

停滞しているものの，価格の低迷による影響が大き

く，実質では成長を続けていた．昭和恐慌により名

目値で一時的な減少を経験したが，1930年代から

名目・実質値ともに急速な成長を遂げている．1930

年代を通して第 1次産業との格差が拡大したことが

84 経 済 研 究



みてとれる．

1920-30年代は，労働市場への人口圧力が感じら

れるようになった時代であった（斎藤 1992）．図 2

は，この時代における人口の自然増減率と社会増減

率を示す．1900年以前の人口増加率はけっして高

くなく，自然増減の年率は 1％に達していなかった

が，世紀が変わるころからその水準が 1％を超え，

1925年以降には 1.5％前後の高水準となっていた．

その傾向に変化が生ずるようになったのが 1930年

代後半であった．社会増減率は，1932 年にマイナ

スに転じ，日中戦争が始まる 1937年からは大幅な

社会減となった．実数でいえば，1932-36年には年

平均 5.5万人の減であったのが，1937年には 44万

人もの減少となり，それに対応するかのように，自

然増減率も低下を始めた．

そこで，日中戦争を契機とする純海外移住の増加

が労働力人口に与えた影響を推計した．まず海外移

住者はすべて 15歳以上とみなし，かつ徴集兵・召

集兵の場合は速やかに海外の戦地に赴いたと仮定す

れば，年々の社会増の累積値を国内の 15歳以上人

口に加えることによって，彼らが内地を離れなかっ

たときの 15歳以上人口を求めることができる．た

だし，15 歳以上人口系列は，深尾・牧野・攝津

（2019）の年末現在人口推計を使うので，前者を後者

の 1年ずらした値に加算することにする．このよう

な試算から，海外移動がなかった場合の 1940年に

おける 15歳以上人口は 4690万人と算出され，現実

の値が 4550万人であったので，140万人が流出し

た勘定になる．この人口学的に推計された海外移住

者数には軍人・軍属と非軍人とが含まれている．非

軍人の流出者が 1932-36年水準のまま推移したとす

れば，その累計は 22万人，したがって召集による

流出者数は 118万人と推計される．

この推計を陸海軍兵員統計によってチェックして
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図 1．第 1次産業と鉱工業の GDPの推移，1920-1940年（1920=100）

資料） 深尾・牧野・攝津（2019），付表 1．

注） 実質 GDPの基準年は 1934-36年．

図 2．人口の自然増減率と社会増減率の推移，1920-1940年

資料） 日本統計協会編『日本長期統計総覧』CD-ROM版（日本統計協会，2001年），表 2. 1．

注） 1．10月 1日，内地に現在する，総務省統計局推計による全国人口系列（国勢調査人

基準）．海外にいる軍人・軍属等を含まない．

2．人口の自然増減率は，普通出生率マイナス普通死亡率．

3．社会増減率は，「内地外における在留日本人の当年の人口増減数から自然増減数

を減じて」得られた数値の総人口に対する比率．



みよう5）．それによれば，1940 年の陸海軍計の軍

人・軍属数が 154万人，1936年推定値は 35万人で

あったので，その増分は 119 万人となる．1938 年

以降の兵員統計が載せるのは「動員総人員」であり，

戦死者が含まれているので，その数を考慮に入れた

としても先の推計値 118万人にほぼ一致するといっ

てよい．いいかえれば，1937 年から 4 年の間に，

100万余の成人労働力が突然に，国内の経済活動か

ら外地での戦争行動へと振替られたのであり，その

人口学的な影響は出生率の低下，そして自然増減率

の低下となって表れた．

1920-30年代の鉱工業産出の成長に対応して鉱工

業部門の雇用もまた増加した．図 3には，この鉱工

業産出の成長と雇用との対応関係が，対前年増加率

によって描かれている．その対応には 1年のラグが

みられることがあり，また昭和恐慌時には雇用増加

を伴わない成長も経験したが，1932年からの景気

回復においては雇用もまた高い成長率を示したので

ある．しかし，1937 年からの戦時体制下の大量動

員による労働供給の減少は，鉱工業の雇用にも影響

を与えた．図 3 からもわかるように，1937 年以降

は鉱工業の産出高増加率と労働力増加率とが逆方向

へ動いている．労働需要に見合うほどの労働力の増

加が望めなくなったのである．

1930年代における最大の労働供給源は農村であ

ったが，雇用増加のすべてが農村から都市部への単

身労働者の移動によって賄われたと考えるのは早計

である．両大戦間期には，農村部への工場建設がゆ

っくりとであったが進み，やがて「職工農家」と呼

ばれた兼業農家の存在が同時代人にも意識されるよ

うになった（林 2003）．農家の跡とりが工場就業を

本業とし，農業を副業とするようになった農家の出

現である．1930 年代後半には，これに徴集・召集

による離村が重なり，農村で「労働力不足」が強く

意識されることとなった6）．

3．農林省第 3期農家経済調査のパネル構造

戦前期の農林省農家経済調査（農林省調査）は，帝

国農会が 1913-15年に実施した農家経済簿記による

農家調査を引き継ぎ，1921 年に始まった．農林省

調査は，簿記形式や調査農家の選定方法に改正を加

えながら，第 2次世界大戦終結後の 1948年まで途

切れることなく実施された．

本稿は，農林省第 3期農家経済調査（第 3期調査）

個票資料のデータベースから北海道と沖縄を除く

45府県の個票資料を抽出し，分析を進める7）．農林

省調査の資料論的検討や農家経済簿記についての検

討は，既に先行研究で詳しく行われているため，詳

細についての言及は行わない（稲葉編 1953；農林省

統計情報部編 1975；尾関・佐藤 2008；佐藤編

2009；浅見編 2011）．ここでは，第 3期調査のデー

タベースをパネルデータとして捉えたときの構造に

ついて検討したい．

第 3期調査の調査マニュアルによると，世帯員は

「調査者及び之と同一経済にあるもの（雇人を除く）」

として定義されている（一橋大学経済研究所附属社

会科学統計情報研究センター，2008，p. 195）．また，

年度始に世帯員を記帳し，出産，死亡，婚姻等によ

る変化があった場合にはそのたびに記入していくこ

ととされている．しかし，兵役や出稼ぎ等で 1年中

不在と記載されている者が世帯員として記録されて

いるケースと，逆に，前後年の調査から 1年中不在
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図 3．鉱工業の動向：産出高と雇用の対前年増加率，1920-1940年

資料） 深尾・牧野・攝津（2019），付表 1．

注） 産出高の場合，対前年比にはかなり大きな変動があるので，3か年移動平均をとって

対前年増加率を計算した．



であったと推察される者が世帯員として記録されて

いないケースとが混在しており，調査の現場で世帯

員の記入方法に混乱があったと思われる．そこで，

1年中不在と記載されている世帯員をオリジナルの

リストから除き，本稿で使用する世帯員リストを改

めて作成した．調査年度内の任意の期間に調査者の

家に同居し，かつ，同一経済にあるものが世帯員リ

ストに含まれることになる．本稿で用いる第 3期調

査 45府県から得られたサンプルには，591世帯と

4,428 人の世帯員が含まれ，1931 年から 1941 年の

11年間の延数は，それぞれ 3,094世帯，19,931人と

なっている．

戦前期の農林省調査は定点観測を原則としている

が，実際には，1年のみ調査されている世帯が最も

多く，11年間を通じて調査された世帯は 21世帯に

すぎない．調査回数の平均値（中央値）は世帯で 5.2

（5）回，世帯員では 4.5（4）回となっている．調査年

度により世帯数が変動するが，主に調査からの世帯

の脱落と参入，個票資料の散逸の 2つの要因によっ

て生じている．特に 1940年に世帯数が大幅に減少

するが，これは資料の散逸によるところが大きい8）．

農林省調査では，何らかの理由により調査の継続が

困難となった世帯が生じた場合，他の農家世帯を新

たに選出し調査世帯数の維持をはかった．調査 2年

目にあたる 1932年以降，毎年 10世帯以上の世帯が

新たに参入しており，特に 1932年と調査最終年の

1941年に多くの世帯の参入が確認される．

表 1に調査世帯の概要をまとめている．第 1列は

第 3期調査初年度である 1931年に調査された世帯

の 1931年度，第 2列は 1932年以降に参入した世帯

の参入年度，第 3列は 1940年までに調査から最終

的に退出した世帯の退出年度の状況を示している．

なお，斎藤（2009）で指摘されているように，農林

省調査は「典型調査」であった．調査村の標準的な

農家を選ぶことが重視されており，家族構成が複雑

な農家も避けるように指示されていた．単婚及び直

系以外の家族形態をもつ世帯の割合は，初回調査時

点で 4％と低くなっているが，実際にはより多くの

複雑な家族構成をもつ農家が存在していたと思われ

る．また，農林省調査は簿記調査であり，調査対象

者に記帳能力が求められたため，ある程度の教育を

受けた優良な農家が選定される傾向にあり，調査農

家の平均経営規模も当時の全国平均と比べ 2〜3反

程度大きい9）．本稿の分析結果の解釈にあたっては，

当時の平均的な農家というよりも，典型的な直系家

族のライフ・サイクルに従う，比較的優良な農家を

代表した結果であることに注意が必要である．

1931年調査世帯の家長の平均年齢は数え年で 42

歳であるが，1932年以降に参入した世帯では 39歳

となっており，調査の継続によるサンプル全体のラ

イフ・サイクルの上昇が抑えられている10）．このた

め，参入世帯の家族形態は，単婚世帯及び妻と姑が
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表 1．参入・退出時点での調査世帯の概要

資料） 農家経済調査データベース（一橋大学経済研究所附属社会科学統計情報研究センター）．

注） アスタリスクのついた変数はダミー変数である．



同居する形での直系複合家族の形態が，若干ではあ

るが高くなっている．退出世帯の退出時の家族形態，

土地所有階層（自小作別），経営農地面積に，1931

年調査世帯との大きな乖離は生じていない．養蚕経

営農家の減少や，正の農家経済余剰を達成している

世帯の上昇が見られるが，これらは養蚕経営の衰退

や農家経済の昭和恐慌からの全体的な回復を反映し

ている11）．一方で，1932 年以降の参入世帯では，

1931年調査世帯と比べて小作農家の比率が高くな

っている．また，1932 年以降の参入世帯と退出世

帯を比較すると，参入世帯において病気の世帯員を

抱えている割合や負債を抱えている割合が低くなっ

ている．経営状態が悪化した農家に退出が多い一方

で，比較的良好な状態にある農家を新たに選出して

おり，標準的な農家を選出しようとしていた農林省

調査の意図がみてとれる．

パネルデータの分析において，データの欠損が構

造的に生じていた場合，推定結果にセレクション・

バイアスが生じる恐れがある（Wooldridge 2010）．

この問題については，計量分析を行う際に再度議論

する．

4．1930年代の農家世帯人口と労働時間の変化

4. 1 世帯人口の変化

昭和恐慌からの回復過程において農業労働力の流

出が進んだが，2節で検討した通り，戦争への動員

が本格化した 1937年以降に，農村での労働力不足

もまた深刻化したと考えられる．本節では，1931

年から 1941 年の第 3 期調査の調査期間のうち，

1931 年から 1936 年までを前期，1937 年から 1941

年までを後期とし，世帯人口と世帯労働時間に具体

的にどのような変化があったのかを確認したい．
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図 4．世帯員サンプルの年齢構成比

資料） 表 1に同じ．

注） 年齢は数え年である．



図 4は，世帯員サンプルを前期・後期それぞれで

プールして集計した，個人レベルでの年齢構成比

（数え年）を男女別に示している．男女ともに，高等

小学校を卒業する 10代の半ばから年齢構成比の急

激な低下が始まっている12）．直系家族のライフ・サ

イクルに従う世帯員の他出が，高等小学校卒業後に

本格化していたとみてよいだろう13）．男子では 20

代半ば，女子では 20代前半あたりから構成比の減

少幅が縮小し，逆に若干の上昇が見られるようにな

る．出稼ぎに出ていた跡取りの帰村や他家からの嫁

取りの時期に相当していると考えられる．

前期と後期を比較すると，男子でのみ，後期にお

いて 10代後半から 20代半ばまでの構成比の急激な

減少が確認される．女子の年齢構成比に大きな変化

は見られないが，若年層に着目すると，10代後半

の構成比が後期に若干上昇している傾向がみられる．

そこで，この若年男子の減少と他出との関係を確

認してみよう．ある年度に世帯員リストに含まれて

いたが，その翌年には世帯員リストから外れた世帯

員を他出者と定義する．表 2のパネル Aでは，15-

29歳の世帯員を対象にして，当該年度及びその翌

年に世帯が調査されている世帯員を母数としたとき

の他出者の比率を他出率として，前期・後期で集計

した．調査期間全体では，年ベースで男子が 12％，

女子は 9％の若年層が他出していたことがわかる．

長男と長男以外の男子では明確な差が生じており，

前者の他出率は年率で 7％，後者は 16％となって

いる．

長男と長男以外の他出傾向は，前期と後期で大き

く変化している．前期において，長男以外の他出率

が 15％に対し，長男は 4％に過ぎない．後期にな

ると，男子全体で他出率が上昇するが，特に長男の

他出率が 14％にまで急激に上昇し，長男以外との

差は 4ポイントまで縮小する．後期における若年男

子の他出の増加は，主に長男の他出によって生じて

いた．表 2のパネル Bは，15-29歳の世帯員の他出

を経験した世帯の比率を他出率として世帯単位で集

計した値を示している．後期において長男の他出を

経験した世帯が増加していることが確認される．一

方で，若年女子の他出率も，世帯員単位，世帯単位

ともに後期に 2ポイントほど上昇しており，他出に

よる若年男子の減少に対して女子世帯員の他出を抑

えようとする目立った動きはみられない．

世帯員の他出の理由を第 3期調査から直接知るこ

とはできない．しかし，調査票には年度内の不在期

間を記入する欄があり，また，世帯員の備考欄に不

在理由が記されているケースが多い．15-29歳世帯

員のなかで年度内に不在期間があった世帯員の比率

を不在率とし，その不在理由を表 3にまとめた．な

お，年度内の不在の時期に係わらず，不在期間が報

告されている世帯員を不在期間のあった世帯員とし

て集計している．このため，年度途中で他出し不在

となった世帯員と同様に，年度途中で嫁に迎えた世

帯員や出稼ぎ・兵役から帰村した世帯員も不在期間

のあった世帯員とみなしている．

調査期間を通し，年率で 17％程度の若年男子が

調査年度内に不在を経験している．後期の不在率は

前期と比べ 4ポイント上昇しており，他出と同様の
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表 2．15-29歳世帯員の他出状況

資料） 表 1に同じ．

注） パネル Bは，世帯数に対する 15-29歳の世帯員の他出が生じた世帯の割合を表してい

る．また，パネル Bの括弧内は，男子については 15-29歳男子のいる世帯，女子につ

いては 15-29歳女子のいる世帯のみを対象にしたときの数値である．



傾向にある．兵役による不在が 20％から 38％に上

昇しており，1937年以降は出稼ぎと並ぶ主要な不

在理由となっているが，特に，長男では兵役による

不在が約半数を占めている．一方で，長男以外の男

子では，後期においても出稼ぎが最も大きな不在理

由となっている．年度内の不在の全てが世帯からの

他出につながるわけではないことに注意が必要であ

るが，1937年以降の兵役の増加が特に長男の他出

を増加させたことを間接的に示しているといえよう．

渡邊（2014a，2014b）は，日中戦争以降の徴収・招

集において，長男の優遇が認められないことを指摘

しているが，この指摘と整合的である．

若年女子の不在率は，後期において 3ポイントほ

ど減少している．これは，主に他家からの嫁取りが

減少したために生じている．世帯員の他家への嫁入

りや出稼ぎに減少は見られず，特に出稼ぎについて

は，表に示した不在数に対する比率だけでなく，世

帯員数に対する比率においても若干ではあるが増加

している．

表 4では，世帯の人口構成の変化を前期と後期で
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表 3．調査年度内に不在期間のあった 15-29歳世帯員とその理由

資料） 表 1に同じ．

表 4．調査世帯の人口構成

資料） 表 1に同じ．



比較している．上述の世帯員レベルの分析から推察

される通り，若年（15-29歳）男子層は，前期から後

期にかけて世帯当たりで 0.1人減少しており，最も

大きな変化が観察される．逆に，若年女子及び 14

歳以下の子供は 0.05人の増加を示しているが，壮

年層に大きな変化は見られない．世帯人口全体では

6.45人から 6.41人へと若干の減少を示している．

若年男子の減少を受け，男子世帯労働人口は 1.96

人から 1.79人に減少しているが，女子の世帯労働

人口に大きな変化は見られない．結果として世帯労

働人口は 3.92から 3.74人に減少している．なお，

世帯労働人口は，労働調査票において労働時間が記

録されている世帯員の人数として計算した．

4. 2 世帯労働時間の変化

前節では，1937年以降に長男を伴った若年男子

の他出が進み，世帯労働人口も減少したことを確認

した．本節では，労働時間の変化について検証した

い．

前掲の表 4の下段には，世帯労働人口 1人当りの

平均年間労働時間を男女別に示している．なお，世

帯の労働時間は世帯員個人のレベルで報告されてい

る労働時間の合計であり，14歳以下の子供の労働

時間も含まれている．後期において女子の 1人当り

労働時間は 70時間程度増加している一方で，男子

は若干減少している．したがって，世帯平均を見た

限りにおいては，男子労働人口の減少に対する，世

帯に残った男子による労働の代替は確認されない．

労働時間の構成と男女の貢献の変化を確認するた

め，図 5に男女別，内容別に合計した世帯労働時間

をまとめた．第 3期調査では，世帯員の労働時間が

農業，兼業，家事，その他に分けて記録されている

が，兼業には農業経営外での賃金労働に加え，林業

や商業などの自営業が含まれる．また，その他労働

には水利組合での夫役，他家の手伝いなど無報酬の

労働が含まれる（一橋大学経済研究所附属社会科学

統計情報研究センター，2008，p. 221，p. 238）．

後期における男子の労働時間の減少は合計で 600

時間に達している．これを労働の内容別にみると，

その他以外の労働時間は全て減少しているが，特に，

農業労働時間の減少は 400時間以上に達している．

ただし，総労働時間の減少の解釈には注意が必要で

ある．第 3期調査では，世帯員の労働の一切の時間

を日記形式で労働表に記帳することになっていた

（一橋大学経済研究所附属社会科学統計情報研究セ

ンター，2008，p. 237）．しかしながら，実際の調査

結果において，農家世帯に居住しながら通勤により

兼業労働を主としている世帯員について，その兼業

労働時間が計上されていない事例が見られた．上述

したように，1930年代後半の軍需産業の興隆によ

り，特に男子に対して通勤による兼業機会が増大し

たことが指摘されている（野尻 194278；小林 1961）．

通勤による兼業労働時間の増加が把握されていない

ために，男子の総労働時間の減少が観察された可能

性を否定できない．

女子の労働時間の合計は若干増加しているものの，

大きな変化は見られない．しかし，内容別に確認す

ると，農業労働が約 130時間の増加に対し，家事労

働は 110時間ほど減少している．女子は男子の農業

労働時間の減少の一部を代替し，かわりに家事労働

を減少させ労働時間全体のバランスをとっていたと

考えられる．しかし，農業労働の男女間の代替は完
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図 5．男女別，内容別の合計世帯労働時間の世帯平均

資料） 表 1に同じ．



全ではなく，昭和恐慌から戦時体制にかけて労働節

約的な農業経営に移行していったといえよう．また，

既に平均的に年間 3,000時間近く働いていた女子に

とって，男子労働人口の減少局面においても家事労

働を減らすことなく，農業労働時間のみを増加させ

ることは困難であったことが示唆される．

1930 年代には，養蚕業における条桑育，発動機

に代表される農業機械など，労働節約的な生産技術

の普及も進んだ（野尻 194278；土井 1983）．また，

1930年代後半に，農繁期に重なる農作業の時期の

調整や各作業時間の短縮，自給肥料生産の縮小がは

かられたことが指摘されている（野尻 194278）．し

かし，最も主要な作物である稲作において，女子の

大幅な労働時間の短縮が可能になるのは，田植機や

コンバインなどが普及した 1960年代以降であった

（石田 1983）．奥井（2011）は，産業組合中央会から

発行されていた農村向け雑誌である『家の光』の中

で，昭和恐慌後の経済厚生運動下に「台所改善」と

称される台所の能率向上が積極的に提案され，また，

そのための講が設立された事例を紹介している．こ

れに加え，農繁期の共同炊事場や託児所の設置が国

によって推進され，家事労働の共同化と軽減もはか

られた（深江 2002）．これらの取り組みが，家事労

働の負担をどの程度軽減したかは定かでない．しか

し，夫の農業労働時間と妻の家事労働時間の代替関

係に表されるように（斎藤 2009），女子の農業労働

時間の増加は，家事とのトレード・オフの下で行わ

れたと思われる．

これまでの分析から，1937年以降に若年男子の

他出が進んだこと，同時期に男子世帯員全体の農業

労働への貢献が減少し，かわりに女子世帯員全体で

の貢献が上昇したことが明らかになった．跡取り以

外の子供の他出や他家からの嫁取りなど，直系家族

のライフ・サイクルに沿った世帯員の変動の多くは

若年層で生じるため，移動性の高い若年層と移動性

の低い壮年層との間で，世帯内の分業における役割

に違いがあった可能性がある．そこで，男女ごとに

15-29歳の若年層と 30-59歳の壮年層に分けて集計

した 1人当りの平均年間労働時間を，図 6にまとめ

た．

若年男子について見ると，前期の農業労働時間は

約 1,500時間であり，壮年男子に次いで大きく，労
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図 6．男女・年代別の平均年間労働時間

資料） 表 1に同じ．



働力としての農業経営への貢献は壮年女子と同等で

あった．しかし後期になると，それは 400時間以上

減少し，若年女子と同水準まで低下している．1930

年代後半に若年男子の他出が増加したが，世帯に残

った者の農業離れも進み，若年男子の農業経営に果

たす役割は低下した．兼業等の他の労働時間も後期

に減少しており，結果として，1人当り総労働時間

は約 550時間減少している．しかし，上述したよう

に，第 3期調査は通勤による兼業機会の増大を反映

することができていない可能性があり，若年男子の

労働時間が後期に減少したと結論付けることはでき

ない．

壮年男子は年間 2,000時間以上を農業労働に費や

しており，農業労働力の中心であった．後期になる

と若干の農業労働時間の減少が見られるものの，大

きな変化は生じていない．若年女子の農業労働時間

は概ね 1,100時間程度であり，前期には農業労働力

としての貢献は最も低く，家事労働時間も壮年女子

より短くなっており，非核労働力としての性格がも

っとも強い．ただし，若年男子と同様に，他家での

子守などの兼業が捕捉されていない可能性がある．

後期になると農業労働時間，家事労働時間ともに若

干減少し，150時間強の総労働時間の減少を示して

いる．壮年女子では，後期になると農業労働時間が

若干ではあるが上昇し，家事労働時間は減少してい

る．若年男子の農業離れにより，女子労働力，とり

わけ壮年女子の農業労働力としての世帯内での役割

が上昇したといえよう．

5．労働時間と世帯人口との関係性

5. 1 世帯レベルの分析

第 3期調査の個票データの集計から，1937年以

降に 15-29歳の若年男子の他出が進み，この年齢層

の農家世帯人口が減少したこと，同時期に，若年男

子の農業労働時間は減少し，壮年女子のみが農業労

働時間を増加させ，農業労働力としての世帯内での

役割が上昇したことが示された．本節では，労働時

間を被説明変数，世帯人口の構成を説明変数とした

回帰分析を行い，世帯人口の変化と世帯内の労働配

分の変化の関連性を定量的に検証する．

まず，世帯レベルの労働時間について，第 3期調

査の個票データからパネルデータを構築できるとい

う利点を活かし，1階差分モデルによる回帰分析を

行う．1階差分モデルを採用する理由は，世帯固定

効果の除去に加え，世帯人口の水準ではなく，その

変動に対する労働配分の調整を明確に分析すること

にある．

前節で指摘したように，兼業労働時間の信頼性に

疑問が残るため，本節の回帰分析においては，農業

労働時間と家事労働時間についてのみ分析を行う．

また，当時の農業労働力の中心は家族であり，外部

労働力の利用は限られていたが，若年男子人口の減

少により外部労働力の利用に変化があった可能性を

検証するため，賃労及び手伝いにより外部から取り

入れた農業労働時間を被説明変数とした分析も合わ

せて行う．説明変数には，世帯構造を表す変数とし

て，15-29歳の長男の同居を表すダミー変数，年度

内に世帯に在宅した夫婦の組数を用いる．世帯の人

口構成を表す変数として，男女別の 15-29歳の世帯

員数，男女別の 30 歳以上の世帯員数，1-6 歳の子

供及び 7-14歳の子供の人数を用いる．また，経営

規模，農家経済の状況，村内の経済状況などをコン

トロールするために，年度始経営耕地面積，年度始

負債額，病気世帯員ダミー，日雇男性農業労働賃金

を説明変数に導入する．これらの変数の 1階差分と

年ダミー変数を説明変数とし，上述の各被説明変数

について，前期（1931-36 年）と後期（1937-41 年）に

サンプルを分割し，1階差分モデルによる推定を行

う．付表 1に，各変数の定義と記述統計量を示して

いる．

3節で検討した通り，脱落した世帯と新規に参入

した世帯との間に構造的な差があると考えられるた

め，世帯レベルの回帰分析にセレクション・バイア

スが生じている可能性を否定できない．Wool-

dridge（2010）は，データの欠損によるセレクショ

ン・バイアスの軽減方法について包括的な議論を展

開している．しかし，その多くで，データの欠落の

単調性，すなわち，サンプルから脱落した世帯・個

人は復帰しないこと，初年度以降に新規の参入がな

いことが仮定されている．第 3期調査では，復帰や

新規参入が繰り返し生じており，欠落の単調性を仮

定することはできない．欠落の単調性を仮定しない

一般的な状況下での研究の蓄積は少ない（Michaud

et al. 2011 ; Slade 2012）．本研究では，セレクショ

ン・バイアスを考慮しない通常の 1階差分モデルに

加え，Slade（2012）と同様に，IPW（Inverse Proba-

bility Weighting）を用いて観察可能な要因によるセ

レクション・バイアスを考慮したモデルを計測し，

両者の結果を比較することで頑健性の確認を行う．

IPW 法は，以下の 2 段階で推定を行う．まず，
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調査 2年目の 1932年以降の調査年ごとに，既出世

帯を対象にして，既出世帯がその年のサンプルに含

まれる確率をプロビット・モデルにより推定する．

次に，世帯がサンプルに含まれる確率の推定値の逆

数をウェイトとし，労働時間についての 1階差分モ

デルを推定する．

1段階目のプロビット・モデルの説明変数には，

2段階目の労働時間のモデルと同じ説明変数に加え，

表 1でまとめた，家族形態，土地所有，養蚕経営，

経済余剰に関する変数および地域ダミー（東北，関

東，中部，近畿，中国，四国，九州）を用いる．欠

落の単調性の仮定の下では，1期のラグを説明変数

の値として用いるが，サンプルへの復帰や新規参入

がある場合には 1期のラグを用いることができない．

このため，説明変数の値は，各世帯が初めてサンプ

ルに登場した初年度の値に固定する．また，前期

（1931-1936）と後期（1937-1941）のそれぞれで推定確

率の世帯平均値をとり，第 2段階目のウェイトとし

て利用する．

上記の手順で IPWによってセレクション・バイ

アスを考慮したモデルを推定し，ハウスマン検定を

用いて，通常の 1階差分モデルとの推定結果の構造

的な差を検定したが，全ての推定において有意差は

確認されなかった．このため，表 5には通常の 1階

差分モデルの推定結果をまとめている．

まず，農業労働時間について結果を確認する．

1936年までの前期においては，15-29歳の男女別世

帯員数及び 30歳以上の男子世帯員の係数は有意に

正であり，30歳以上の女子世帯員を除き，労働年

齢の世帯員の増減に対応する形で農業労働時間が調

整されていたことがわかる．1937年以降にこの状

況は変化し，世帯員の増減に対する農業労働時間の

調整は，15-29 歳の女子及び 7-14 歳の子供でのみ

生じ，男子世帯員に対しては行われなくなっている．

また，前期においては認められなかった経営規模の

増減に対する農業労働時間の調整が，後期になると
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表 5．世帯労働時間の推定結果

注） 括弧内の数値はロバスト標準誤差を示している．***は 1％，**は 5％，*は 10％水準で有意である

ことを示している．



有意に確認されるようになる．

1節で述べた通り，昭和恐慌による農村への帰村

などにより，1930年代中ごろまでは余剰労働力が

農家世帯内に滞留していたと考えられている．この

時期の農家世帯は，余剰労働力を吸収するために，

労働年齢の世帯人口の増減に対応して農業経営内で

需要する労働量を調整していたことが示唆される．

一方，兼業機会が拡大し若年男子を中心に世帯から

の他出や農業離れが進んだ 1930年代後半になると，

男子世帯員数に応じた農業労働時間の調整は行われ

なくなった．代わりに，若年女子や就学年齢以降の

子供の世帯員数に応じて農業労働時間が調整される

ようになった．これには，若年男子の農業離れが進

み，若年女子や子供が労働力として積極的に利用さ

れるようになったという見方と，昭和恐慌からの回

復により若年女子や子供の消費が上昇したために農

業労働時間が調整されるようになったという二つの

解釈が可能であろう．この点に関しては，次の世帯

員レベルの労働時間の分析において改めて議論を行

う．

家事労働においては，前期では 15-29歳男子及び

30歳以上女子の世帯員数が有意に正であったが，

後期には有意ではなくなっている．家事労働に対す

る 30歳以上女子の世帯員数の係数は，前期から後

期にかけて 200時間以上減少しているのに対し，農

業労働に対する係数は有意ではないものの 120時間

程度上昇している．30歳以上女子の変動に対し家

事労働で調整していた一部が，農業に振り分けられ

るようになったことが示唆される．

農業経営における外部労働力の利用について見る

と，前期においては，世帯人口要因と間に有意な関

係性は確認されない．しかし，後期になると，15-

29歳長男の同居ダミーと有意に負の相関をもつよ

うになる．農業経営を継承する年齢に差し掛かると

きの長男の不在は，農業経営の労働需要に影響を及

ぼしたと考えられる．また，世帯の農業労働時間と

同様に，後期においてのみ，外部労働力の利用と経

営農地面積との間に正の相関が確認される．1930

年代後半になると，農業経営に投下する労働時間が

農業経営の規模に応じて調整されるようになったと

いえよう．

5. 2 世帯員（個人）レベルの分析

世帯レベルの分析に続き，世帯員個人の労働時間

と世帯人口の変動との関係を検証するために，世帯

員個人の農業労働時間を被説明変数とし，男女別，

年齢階層別（15-29歳，30-59歳）に回帰分析を行う．

説明変数には，世帯レベルの分析と同じ変数に加え，

世帯員個人の変数として，年齢，年齢の二乗，既婚

ダミー，疾病ダミーを導入する．ただし，世帯人口

の変数には，本人を除いた値を用いている．推定に

は世帯レベルの分析と同様に，1階差分モデルを用

いた．IPW を用いてセレクション・バイアスの影

響を確認した14）．世帯レベルの分析と同様に，通常

の 1階差分モデルの推定結果との有意差は確認され

なかったため，表 6では通常の 1階差分モデルの結

果のみを示している．なお，女子の家事労働時間に

ついても分析を行ったが，世帯構成や人口に関して

前期と後期の間で有意な差は見られなかった．

まず，15-29歳の男子世帯員数と各年代の世帯員

の農業労働時間との関係に着目してみよう．若年男

子世帯員数の係数は，若年男子及び壮年女子の農業

労働時間に対して，後期でのみ負に有意となってい

る．ただし，壮年女子の農業労働時間に対する係数

は 1％の高い有意水準を示しているのに対し，若年

男子に対する係数の有意水準は 10％に留まってい

る．4節において，1937年以降，若年男子の移動性

が上昇すると共に農業労働への関与が減少した一方

で，主に壮年女子がその一部を代替した可能性があ

ることを指摘した．世帯員レベルの農業労働時間の

回帰分析は，これと整合的な結果を示しており，

1937年以降に確認される壮年女子の農業労働時間

の増加は，若年層男子の他出傾向の増加に対する農

家世帯の対応であったことが示唆される．

15-29歳長男の同居ダミーは，後期になると 30-

59歳女子を除く世帯員の農業労働時間に対し負の

相関を示すようになる．ただし，15-29歳女子の農

業労働時間に対する係数のみが 10％水準で有意で

あり，他については有意ではない．15-29歳長男の

同居ダミーは，長男が他出した場合には 15-29歳男

子人口と同時に変動する．したがって，明確な差と

まではいえないものの，長男の他出が他の世帯員の

農業労働時間に与えるインパクトは長男以外と比べ

て大きく，壮年女子に加え若年女子を中心に代替す

ることによって対応していたことを示していると考

えられる．

その他の世帯員数の変動と農業労働時間の関係を

確認する．15-29歳男子の農業労働時間は，前期に

おいてのみ 30歳以上男子の世帯員数と有意に正の

相関を示している．余剰労働力のあった 1930年代
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前半には，農業経営の中心である壮年男子労働力を

補完する形で，それに準ずる若年男子の労働時間が

調整されていたが，若年男子の農業離れが進んだ

1930年代後半になると，このような補完関係は見

られなくなった．

後期において，30-59歳男子の農業労働時間が，

15-29歳及び 30歳以上女子，7-14歳の子供の世帯

員数と有意な正の相関をもつようになる．特に 15-

29歳女子の係数は 5％水準で有意である．これは，

世帯農業労働時間と 15-29歳女子及び 7-14歳の子

供の世帯員数との間に正の相関が見られるようにな

ったことと対応しているといえよう（表 5）．同時に，

前期に有意であった 15-29歳及び 30-59歳女子の農

業労働時間と 7-14歳子供の世帯員数との負の相関

が，後期には有意でなくなっている．代わりに，

15-29歳女子の労働時間は，30歳以上女子の世帯員

数と 10％水準ではあるが，有意に負の相関を示す

ようになる．1930 年代後半には，若年男子の移動

性の上昇や農業離れにより，農業経営において壮年

女子が壮年男子に次ぐ中心的な労働力となった．同

時に，若年女子は壮年女子労働力の代替としての役

割を果たすようになったために，壮年男子の農業労

働時間が若年・壮年女子労働力と補完関係を持つよ

うになったと考えられる．

では，1930年代後半に子供の労働力利用も高ま

ったのであろうか．第 3期調査の個票資料を確認す

ると，7-14歳子供の労働参加率は，前期 15％から

後期 11％に低下している15）．また，労働参加して

いる 7-14 歳子供の農業労働時間も 254 時間から

190時間に減少しており，子供の労働力利用が高ま

った証拠は得られない．壮年男子の農業労働時間や

世帯全体の農業労働時間と 7-14歳の子供人口と正

の相関は，就学年齢以降の子供の子育てにかかる費

用の上昇と関連づけられるかもしれない．一方で，

第 3期調査の一部の個票資料を用いた結果ではある

が，草処・丸・高島（2016）は，1930 年代を通して
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表 6．世帯員個人の農業労働時間の推定結果

注） 括弧内の数値はロバスト標準誤差を示している．***は 1％，**は 5％，*は 10％水準で有意であることを示している．



家計費全体や子供の養育に密接に関係する教育・医

療費の伸びが停滞していたことを示している．詳細

な消費面の分析が必要であり，今後の課題としたい．

5. 3 地域性の検証

1930 年代には，離村に通勤が加わり，農業労働

力の流出が進んだことを指摘したが，通勤は農村の

近くに兼業機会があって初めて成立するのであり，

全国で均一に進行したわけではない．上で指摘した

1930年代後半の若年男子の世帯人口の変動に対す

る農家世帯の対応の変化が，地域の労働市場と関連

していたのであれば，この農家世帯の対応の変化も，

労働市場が大きく変化した地域で生じた可能性があ

る．本稿の分析の最後に，1930 年代後半に生じた

壮年女子による若年男子労働力の代替に着目し，こ

れが労働市場の変化の地域性と関連していたかどう

かを，簡単にではあるが検討することにしたい．

農林省は，1939年から農繁期に供給可能な労働

力を把握するための全国調査である『農作業従事者

に関する調査』（以下，農作業調査）を開始した．こ

の調査では，県別の農業労働力からの転出状況が離

村と通勤に分けて把握されている．1939年と 1941

年の農作業調査の結果を用いて，通勤型の転出の増

加傾向とその地域性を図 7にまとめた．この図にお

いて，横軸は，1937年 7月から 1939年 8月までに

他産業に転出した男子農作業従事者にしめる通勤者

の比率を，縦軸は，1940年 2月から 1941年 2月ま

での同通勤者比率の 1939年値に対する伸び率を示

している．

図 7より，1939年から 1941年の間に，1939年時

点では通勤による転出が少なかった地域で兼業機会

が急速に創り出され，通勤による転出が大きく伸び

たことがわかる．これらの県には，大分，佐賀，高

知といった四国・九州地方が多く含まれるが，栃木，

山梨など，中部地方や関東地方の県も含まれている．

その一方で，大阪，東京，愛知などの都市圏では，

1939年時点で既に通勤による転出が大勢を占めて

おり，これ以上に伸びる余地はなかったことがわか

る．

通勤による転出の伸長を地域労働市場の変化と捉

え，1930年代後半に労働市場の変化を経験した地

域ほど，壮年女子による若年男子労働力の代替が生

じていたかどうかを，回帰分析により確認してみる．

具体的には，まず，府県を図 7に示した通勤比率の

伸び率が 0.5より大きい県と小さい県に分類する地

域ダミー変数を作成する．5. 2 節と同様に，壮年

（30-59歳）女子の農業労働時間を被説明変数とした

1階差分モデルを推定するが，農家世帯の世帯構造

を表す変数と世帯の人口構成を表す変数について，

地域ダミーとの交差項を説明変数に加えることによ

り，地域性を検証する．

紙幅の節約のため，15-29歳男子世帯員数の係数

の地域差のみを図 8にまとめた．この図において，

d=0は通勤による転出の伸び率が 0.5 以下であっ
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図 7．他産業への転出にしめる通勤者比率の変化

資料） 農林省総務局統計課編（1946）『農作業従事者に関する調査』農林省総務局統計課．

注） 1．横軸は，1937年 7月から 1939年 8月までに，農業から通勤もしくは離村の形で他産業に転出し

た男子農作業従事者の総数にしめる，通勤者の比率を示している．

2．縦軸は，1940年 2月から 1941年 2月までの同通勤者比率の 1939年値に対する伸び率である．



た県，d=1は同伸び率が 0.5 より大きかった県に

おける，15-29歳男子世帯員数の係数を表している．

この図からわかる通り，1937年以降の後期に地域

差が生じ，通勤による転出が大きく伸びた県におい

て，壮年女子による若年男子労働力の代替が生じて

いたことが確認される16）．

1930年代後半に農村部での兼業機会が急速に広

まった地域では，若年男子は兼業所得の獲得が主な

役割となり，農業労働力としての役割は補佐的なも

のになっていったと考えられる．このため，若年男

子の他出が起きたとき，その農業労働力としての役

割を壮年女子が代替可能であったのではないだろう

か．ただし，この解釈の妥当性の検証は，農業経営

の変化の地域性などをさらに詳細に分析する必要が

あるだろう．

6．結語

昭和恐慌によるショックから回復し戦時体制が本

格化していく 1930年代の日本農村は，兼業機会の

拡大や大規模な徴集・召集の増加により，わずか

10年ほどの間に人口滞留期から流出期へと移行し

た．この変化は，高度経済成長期以降に生じた世帯

主の兼業化とは異なり，直系型家族で想定されるラ

イフ・サイクルのパターン以上に若年男子労働力を

流出させたことによって，世帯労働力の再配分を促

した．第 3期調査のパネルデータを用いた回帰分析

は，若年男子労働力の流出が進んだ 1930年代後半

に，壮年女子によって若年男子の農業労働が代替さ

れるようになったことを明らかにした．また，同時

期に核労働力である壮年男子の農業労働時間は，女

子人口と補完的になっていた．若年男子労働力の喪

失とともに，女子労働力への依存が高まったことが

定量的に確認された．少なくとも，農家経済調査の

対象となった比較的優良であるとされる農家層にお

いては，若年男子労働力の流出に際しても，農業経

営の大幅な縮小は意図せず，労働節約的にはなりつ

つも世帯内の残存する労働力を農業に振り向け対応

したといえよう．

壮年女子による若年男子労働力の代替は，通勤に

よる転出が伸長した地域で主に生じており，1930

年代後半に生じた農家世帯の労働配分の変化は，農

村部の兼業機会の増加と強く関係していたことが示

唆される．一方で，明確ではないものの，長男の農

業労働力の他出は長男以外の男子の他出と比べ，世

帯の労働配分により大きな影響を与えていた結果も

得られた．1930 年後半の長男の他出の増加は，兵

役によるところが大きい．これらの結果を整合的に

解釈するためには，兼業機会の拡大と兵役への動員

の影響とを明確に分離する必要がある．日中戦争以

降の召集の地域・時間的偏りを計量分析に活用して

いくことや，戦争への動員がさらに増加し農業労働

力の不足が深刻化した 1940年代前半についての分

析を行っていく必要があるだろう．

（東京農工大学農学研究院，
西武文理大学サービス経営学部，

関西学院大学経済学部，
一橋大学経済研究所）
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図 8．30-59歳女子の農業労働時間に対する 15-29歳男子世帯員数の係数の地域差

注） 1．d=0は，図 7に示した通勤者比率の伸び率が 0.5以下であった県における 15-29歳男子世帯員

数の係数，d=1は同伸び率が 0.5より大きかった件における係数を示している．

2．表 6に示した回帰モデルに，世帯構造と世帯員数の変数について上記の地域ダミーとの交差項

を導入したモデルの推定結果から，15-29歳男子世帯員数の係数についてまとめた．

3．図中のエラーバーはロバスト標準誤差を示している．

4．**は，地域間の係数の差が 5％水準で有意であることを示している．
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1） 日本全体として農家数が安定していたのであり，

地域的な偏りは存在していた（梅村 1961；玉 2014）．

2） 戦前期の農村人口問題を扱った代表的な研究で

ある野尻（194278）は，通勤圏内の兼業機会の増加に

よって 1930年代後半に長男の流出が進んだことを認

めつつも，長子線が堅持されていることを指摘した

（野尻 194278，p. 475）．一方で，戦前と戦後における

農村人口移動の性格の変化を分析した小林（1961）は，

1930年代後半には既に長子線が崩れつつあったと主張

している（小林 1961，p. 347）．

3） 1931年から 1941年の農家経済調査は，文献に

よっては第 4期として扱われている．これは，帝国農

会による農家経済調査を第 1期とみなし，農林省農家

経済調査を第 2 期から始めた場合の区分方法である

（尾関 2009）．

4） 明治期の技術成長を支えた労農技術の普及にか

わり，1920年代以降，国立農事試験場を中心とした，

科学的手法による新品種の開発と農林省指定試験制度

による優良品種の選抜を通して生産性の向上が試みら

れた．しかし同時に，戦時体制に突入し農業労働力や

生産資材が不足したため，その潜在能力が充分に発揮

されなかった（速水 1986，pp. 101-102）．

5） 日本統計協会編（2001）『日本長期統計総覧』

CD-ROM版，日本統計協会，表 26. 3a．

6） 実際に，1930年から 1940年にかけて男子農業

就業者数が 120万人減少し，逆に女子農業就業者数が

80万人増加した（一橋大学経済研究所『長期経済統計

データベース』（http: //rcisss. ier. hit-u. ac. jp/Japanese/

database/long.html，2019年 11月 14日アクセス）．

7） 第 3期調査個票資料のデータベース化は，資料

が保管されていた京都大学農学研究科生物資源経済学

専攻および東京大学大学院農学生命科学研究科農業資

源経済学専攻の協力のもと，一橋大学経済研究所附属

社会科学統計情報研究センターが中心となり進められ

てきた．現在までに，一部の後から発見された個票資

料を除き，47府県の個票資料のデータベース化が終了

している．

8） 農家経済調査の集計報告書によると，1940年は

330世帯の農家が調査されており，半数以上がデータ

ベースで捕捉されていない（農林省農政局 1943）．なお，

個票資料のデータベース化が完成することにより，資

料の散逸による脱落サンプルの問題は改善される可能

性がある．

9） 1930年代の経営農地面積の平均は 9.4反であっ

た．農地所有や経営面積から見た，より詳細な第 3期

調査対象農家の分布の特徴については，Kusadokoro,

Maru, and Takashima（2016）を参照のこと．

10） 第 3期調査では，年齢欄に数え年を記入する

ことになっている（一橋大学経済研究所附属社会科学

統計情報研究センター，2008，p. 195）．しかし，同一

世帯員の年齢を時系列として並べたときに，調査年と

年齢の上昇との間で整合性がとれないケースが散見さ

れた．このため本研究では，調査初年度に報告されて

いる年齢を参照年齢とし，それ以降は調査年と初年度

との差を参照年齢に加えることで修正した年齢を分析

に用いることにした．

11） 1930年代の農家所得の増加に対して家計費の

伸びが抑制されていたことも，農家経済余剰が増加し

た主要な要因である（草処・丸・高島 2016）．

12） �城県佐野村の事例を研究した坂口（2016）に

よれば，尋常高等小学校尋常科の卒業者数と高等科卒

業者数から算出した，1930年代後半の同村の高等小学

校進学・卒業率は，男子で 80％，女子で 51％であっ

た．なお，1941年に施行された「国民学校令」により，

高等小学校は国民学校高等科となり，義務教育化され

た．

13） 野尻（194278）によると，男子離村者の就業先

は，工業が 44％で最も多く，次いで商業が 24％であ

った．女子離村者の場合も工業が 47％で最も多かっ

たが，それに次ぐのが家事使用人で 34％を占めてい

た（野尻 194278，p. 308）．また，重工業化が進んだ

1930年代後半に，工業に就業する男子離村者の割合が

上昇する一方で，同女子離村者の割合は低下し，代わ

りに家事使用人に就業する女子の割合が上昇する（野

尻 194278，p. 312）．

14） 1段階目のプロビット・モデルの推定には，2

段階目の労働時間の推定モデルと同じ変数に加え，家

族形態，土地所有，養蚕経営，病気世帯員，経済余剰

に関する変数，さらに，世帯員レベルの変数として，

不在期間ダミーおよび，男子のサンプルには家長ダミ

ーと長男ダミーを，女子のサンプルには家長の妻を表

すダミー変数を導入した．

15） 第 3期調査個票の労働調査票に労働時間が記

載されている世帯員を，労働力参加している世帯員と

みなした．

16） 通勤による転出が伸びた県の多くは，四国・

九州地方であった．図 6に示した，壮年女子による若

年男子労働力の代替の地域性が，四国・九州地方特有

の現象であった可能性がある．このため，四国・九州

地方とその他の地方との間で同様の分析を行ったが，

1937年以降においても，四国・九州地方とその他の地

方との間で係数の差は確認されなかった．
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付表 1．世帯労働時間の回帰分析に用いる変数の定義と記述統計

資料） 表 1に同じ．

注） 1．括弧内の数値は標準偏差である．

2．年度始負債額と男性日雇賃金は一橋大学経済研究所『長期経済統計データベース』（http://rcisss.ier.hit-u.ac.

jp/Japanese/database/long.html，2019年 4月 11日アクセス）の農産物物価指数を用いて実質化した．

3．男性日雇賃金は第 3期調査の個票から得られるが，欠損値が多いため，年度別の県平均値を用いた．


